「北九州発！新商品創出事業」認定申請書類確認表

	企業名
	
	代表者名
	

	所在地
	

	電話番号
	
	ファックス番号
	

	連絡担当者
	（役職）　　　　　　　　　　（氏名）

電話　　　　　　　ファックス　　　　　　　メールアドレス


必要書類確認票

	
	必要書類
	申請企業　確認欄
	市確認欄（記入不要）

	①
	認定申請書・実施計画（第１号様式）
	
	

	②
	確認表
	○
	※この用紙です。

	③
	直近２期の決算関係書類
	
	

	④
	株主名簿

（持株比率を明記）
	
	

	⑤
	定款及び履歴事項全部証明書の写し
	
	

	⑥
	企業概要、製品紹介パンフレットなど
	
	

	⑦
	市税に滞納がないことの証明書
	
	

	⑧
	役員名簿

（役員の氏名、読み仮名、生年月日を明記）
	
	

	⑨
	暴力団排除等に関する誓約書
	
	


第１号様式（第2条）
北九州発！新商品創出事業認定申請書・実施計画
平成　　年　　月　　日   

（申請先）
  北九州市長　北橋　健治　様
                             　　　　　申請者　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所在地 　　　
                               　　　　 　名称　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（企業名又は団体名）　
                               　　　　 　代表者氏名  　　　　　　　　　　　　　　      eq \o\ac(○,印)
「北九州発！新商品創出事業」実施要領第2条の規定に基づき、認定を受けたいので関係書類を添えて申請します。
１　新商品名

	　


２　新商品の区分　（該当するものに○をつけてください）
	ア　北九州市中小企業技術開発振興助成金交付制度に基づき、助成対象とされた事業計画に基づき、助成対象とされた事業計画に基づき生産する商品

イ　新成長戦略推進研究開発事業に基づき、助成対象とされた事業計画に基づき生産する商品

ウ　北九州市環境未来技術開発助成金交付制度に基づき、助成対象とされた事業計画に基づき生産する商品および技術

エ　北九州エコプレミアム産業創造事業において選定された商品

オ　北九州市建設リサイクル資材認定制度において選定された商品

カ　北九州市オンリーワン企業創出事業において認定された商品

キ　経営革新計画の承認を受けて生産する商品

ク　国の機関あるいは福岡県の研究開発助成金の決定を受けて開発を行った商品

ケ　上記ア～クに類すると認められる商品




３　上記ア～ケの助成・認定についての詳細
	①　助成・認定等を受けた年月　　平成　・昭和　（　　　）年（　　　）月

②　ク、ケの場合の助成・認定等の制度名称・年度

　　・
　　・

　　・


４　新商品内容　
 (1)新商品の概要（当該新商品の開発目的・背景・動機も併せてお書きください。）　
	商品の狙い・特徴：
開発の背景・動機： 



(2)新商品の新規性
	新規性：
独自性：
 


(3)類似･競合製品と比較した新商品の強みおよび弱み 
	類似品・競合製品

　※類似品・競合製品とのスペック比較表がございましたらご記入ください。
強み：
弱み：




(4)新商品に係る特許等の取得状況
	特　　許

実用新案
	状    況
	登録年月日

出願年月日
	共同

単独
	内容（名称、概要等）

	
	
	
	
	

	・他者が持つ関連特許公報番号：



(5)新商品の性能に関する公的機関等での性能試験・評価等のデータ
	工業試験所等での性能試験等を行っている場合、または法的な耐久試験等のデータを記載してください。



(6)新商品の開発時期及び生産開始（予定）時期

開発時期   　　　年　  月～   　年　　月

生産開始時期　　　　 年　  月　

販売開始時期　　　　 年    月
(7)新商品の価格、仕様・規格等
	


 (8)新商品の納期およびロットについて

	


(9)品質管理について

	①ＩＳＯ９００１の取得はしていますか。　　　　　　　　　　　　　（　Ｙｅｓ　・　Ｎｏ　）

	②品質管理について社外から監査や審査を受けた経験はありますか。　（　Ｙｅｓ　・　Ｎｏ　）

	③品質管理について社内ルールはありますか。　　　　　　　　　　　（　Ｙｅｓ　・　Ｎｏ　）

	④品質管理について社内教育の体制はありますか。　　　　　　　　　（　Ｙｅｓ　・　Ｎｏ　）

	⑤申請の新商品メンテナンスについて

　・商品の使用頻度、耐用期間（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　・商品の保証期間　　　　　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　・メンテナンスにかかる経費（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	⑥品質管理体制（組織図）を記載してください。責任者については名前を記入して下さい。




５　新商品にかかる事業戦略の概要と新商品生産の目標

(1)販売実績（主な販売先から記載してください。）

	①販 売 先：

販 売 額：

販売数量：

	②販 売 先：

販 売 額：

販売数量：

	③販 売 先：

販 売 額：

販売数量：


(2)販売ターゲットと市場予測
	販売ターゲット

市場予測




(3)販売戦略

	


(4)売り上げ目標（販売面の計画も併せて記入ください。）
	代理店契約・小売店との間での販売契約があれば、代理店名称等を記入してください。
（例示：直販　　％　　　台／月、代理店経由小売店販売　　％　　台／月　卸売価格　など）
次ページの売上高と販売数量の積算が一致するようにしてください。



６　新商品の生産方法

(1) 新商品の生産の実施方法

	時期
	実施者(実施場所)
	実施内容
	生産目標　　　　　　　　(数　量)
	売上目標

(金額:千円)

	　　当期　　　　　　　　　　(　　年　　月　　　　　　　　　　　　　　　　　～　　年　　月)
	　
	　
	　
	　


	　　1年後　　　　　　　　　(　　年　　月　　　　　　　　　　　　　　　　　～　　年　　月)
	　
	　
	　
	　


	　　2年後　　　　　　　　　　(　　年　　月　　　　　　　　　　　　　　　　　～　　年　　月)
	　
	　
	　
	　



(2) 新商品の生産の実施に必要な資金額及びその調達方法

	　
　
	当期以前　　　　　　年　月～　　　　　　　　年　月期
	当期　　　　　　　　　　　　　　年　月期
	1年後　　　　　　　　　　　　　年　月期
	2年後　　　　　　　　　　　　　　年　月期

	売上高①　
	　
	　
	　
	　

	変
	原材料費　      ②
	　
	　
	　
	　

	動
	外 注 費　      ③
	　
	　
	　
	　

	費
	小計④=②＋③
	　
	　
	　
	　

	　
	直接人件費      ⑤
	　
	　
	　
	　

	固
	原価償却費      ⑥
	　
	　
	　
	　

	定
	工業所有権等経費⑦　
	　
	　
	　
	　

	費
	技術指導受入費  ⑧
	　
	　
	　
	　

	　
	その他経費      ⑨
	　
	　
	　
	　

	小計⑩=⑤～⑨
	　
	　
	　
	　

	営業利益⑪=①-(④+⑩)
	　
	　
	　
	　

	
	
	
	
	
	

	設備投資額　
	　
	　
	　
	　

	
	
	↑ここの数字は次ページの各期の額と一致します。

	　
	自己資金
	　
	　
	　
	　

	資
	政府系金融機関借入
	　
	　
	　
	　

	金
	民間金融機関借入
	　
	　
	　
	　

	調
	ベンチャーキャピタル投資
	　
	　
	　
	　

	達
	その他の投資
	　
	　
	　
	　

	額
	その他
	　
	　
	　
	　

	　
	合計
	　
	　
	　
	　

	
	
	
	
	
	

	リース・割賦・ローン
	　
	　
	　
	　


(3)新商品生産に伴う設備投資（含む建物）の内容

	時期
	内容　
	数量　
	所要金額(千円)

	当期以前
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	計
	－
	

	当期
	　
	　
	　

	
	　
	　
	　

	
	　
	　
	　

	
	　
	　
	　

	
	　
	　
	　

	
	計
	－
	　

	1年後
	　
	　
	　

	
	　
	　
	　

	
	　
	　
	　

	
	　
	　
	　

	
	　
	　
	　

	
	計
	－
	　

	2年後
	　
	　
	　

	
	　
	　
	　

	
	　
	　
	　

	
	　
	　
	　

	
	　
	　
	　

	
	計
	－
	　


(4)生産工程のフロー

	


７　使用方法の提案

	想定される使用分野


	□市全般　　　　□保健福祉分野　　□環境分野　　　□商工分野
□農林水産分野　□建設・建築分野　　□教育分野　　　□病院・交通・上下水道分野　
□その他（　　　　　　　　　）
（該当する分野に「□から■に修正」又は「□にレをチェック」してください）

	具体的な使用提案


	（具体的な使用用途について、ご提案ください。）


	新商品を使用することによる効果等


	（使用することによるコスト縮減、市民の利便性向上等を記載してください。また、商品を使うことにより社会一般の利益になる点がございましたらお書きください。）

	新商品の使用によって取り替えられる商品の名称及び型番等

（現在、市の機関で使用しているものがあれば記載してください。）


	（製品のライフサイクルを比較するため、該当する場合は記載してください。）


８　企業概要書

	企業名　　　　　　　　　本社所在地
本社が北九州市以外の場合は市内事業所の種類と所在地

	代表者名　
	資本金　　　　万円　
	業種･業務内容

	
	従業員数　　　　人　
	

	業績　　　　　　　　　　売上高　　　　経常利益　　　　純利益　　　試験研究費
第　期　　/　　～　　/　　　　　千円　　　　　千円　　　　　千円　　　　　千円
第　期　　/　　～　　/　　　　　千円　　　　　千円　　　　　千円　　　　　千円
第　期　　/　　～　　/　　　　　千円　　　　　千円　　　　　千円　　　　　千円

	主要製品売上構成(最近の決算)　
製品名　　　比率%
(1)
(2)
(3) 
(4)
(5)
	主要株主　持株比率%　 
(1)　　　　株　　　%
(2)　　　　株　　　%
(3)　　　　株　　　%
(4)　　　　株　　　%
株式上場等

将来上場予定 あり なし 
	取引銀行


	
	
	公的助成等の実績・申請状況



	会社略歴　　
	経営者略歴

	経営理念

	特許保有件数　
	海外戦略　
	組織図（人員）


	得意技術
	

	今後のテーマ・方向
	

	会社概要・取扱製品カタログ添付

	


９　人員表

企業名:　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	
	第　　期　　

年　　月~　年　　月
	第　　期　　

年　　月~　年　　月
	第　　期　　

年　　月~　年　　月

	
	常勤　　役員数
	常用　　従業員数
	非・常用従業員数
	常勤　　役員数
	常用　　従業員数
	非・常用従業員数
	常勤　　役員数
	常用　　従業員数
	非・常用従業員数

	月
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	月
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	月
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	月
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	月
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	月
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	月
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	月
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	月
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	月
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	月
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	月
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	
	
	
	
	


(注)　 1　各月人員数は、月末の在員数を記入してください。

2　合計欄は、各決算期の月末在員数の合計ですからその年度の延人員ということになります。

3　非・常用従業員とは、パートタイマー、アルバイト等臨時に雇用している従業員で、労務費（雑給を含む）の支払い対象者をいいます。

外注費で処理している人員は含みません。

4　人員表は、決算期に対応して最近3か年分を提出してください。
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2

